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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 

 

 

 

廃炉国際共同研究センター「国際共同研究棟」の立地に関する 

福島県富岡町との協議開始について（お知らせ） 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（理事長 児玉敏雄 以下「原子力機構」

という。）は、東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下、「福島第一原子力発電

所」という。）の安全な廃止措置等を推進するため、平成 27 年 4 月に廃炉国際共同研

究センターを設置しました。「国際共同研究棟」は、国内外の英知を結集する場として

廃炉国際共同研究センターの中核を成すものであり、福島県内に整備する計画です。 

この度、原子力機構は、文部科学省の決定を踏まえ、「国際共同研究棟」を福島県富

岡町王塚地区へ立地することとし、本研究棟の建設に向けて、富岡町と協議を開始する

こととしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関する問合せ先】 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
（研究内容について） 

福島研究開発部門廃炉国際共同研究センター 
研究推進室長  木村 貴海 

TEL：029-287-9684, FAX：029-282-6787 
（報道担当） 

東京） 広報部報道課長 中野 裕範   
TEL：03-3592-2346, FAX：03-5157-1950 

福島） 福島事業管理部次長 眞鍋 建史 
TEL：024-524-1060, FAX：024-524-1073 

【本件リリース先】  
8 月 28日（金）  9：30 
（資料配付） 
文部科学記者会、科学記者会、 
原子力規制庁記者会（仮称）、 
福島県政記者クラブ、 
いわき記者クラブ、いわき記者会 
茨城県政記者クラブ 
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【参考資料】 

 

1．廃炉国際共同研究センターについて 

 

原子力機構は、文部科学省が平成 26年 6月に公表した「東京電力㈱福島第一原子力

発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」の実現に向け、本年 4月 1日に「廃炉国

際共同研究センター」を茨城県東海村に設置し、（Ⅰ）国内外の英知を結集する場の整

備、（Ⅱ）国内外の廃炉研究の強化、（Ⅲ）中長期的な人材育成機能の強化、（Ⅳ）情報発

信機能の整備の実現に向け取り組んでいます。 

廃炉国際共同研究センターでは、廃棄物処理処分、燃料デブリ取扱・分析、事故進

展挙動評価等の廃炉研究の分野について研究を進めるとともに、海外からの研究者招

へい、研究機関等との共同研究、国際セミナーの開催等の活動を始めています。 

 

２．「国際共同研究棟」について 

 

本研究棟は、「１．」における研究活動の中核的拠点となる施設であり、多様な分野の基

盤的な研究開発に関し、国内外の大学、研究機関、企業等からの英知を結集する場と

して整備する計画で、平成 29年 3月の竣工を目指します。現在は建物の設計段階であり、

整備費 13 億で延床面積 2,500 ㎡（詳細は検討中）の建造物となります（図１）。本研究

棟には、原子力機構職員の他、国内外の大学、研究機関、企業等から研究者が集い、共

に実験装置を活用して、福島第一原子力発電所の廃炉等に向けた研究開発を進めます。 

本研究棟の開所後、廃炉国際共同研究センターの本部機能は福島に移設します。今後

のセンター組織については、廃炉に関する各研究テーマの進捗による組織見直しや、本

研究棟の設備整備の状況を踏まえ、決定します。なお、引き続き、茨城地区の既存研究

施設も活用して研究を進めていきます。 

 

３．現在の活動状況 

 

廃炉研究の基礎から実用に至る、研究開発の一元的なマネージメントを強化するた

めに、平成 27年 7月にスタートした原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）主催の

廃炉研究開発連携会議のもと、今後、大学、研究機関、企業、事業者等の参加する廃

炉基盤研究プラットフォームを形成し（図２）、研究開発拠点である「国際共同研究棟」

の有効活用等を検討していく予定です。 
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図１．廃炉国際共同研究センターと国際共同研究棟 

 

 

 

図２．廃炉基盤研究プラットフォーム 


